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    個個個個    別別別別    中中中中    間間間間    財財財財    務務務務    諸諸諸諸    表表表表    等等等等
    中中中中        間間間間        貸貸貸貸        借借借借        対対対対        照照照照        表表表表

 13 年 9 月中間期 12 年 9月中間期  13 年３月期科      目
(平成13年9月30日現在) (平成12年9月30日現在)

増 減 金 額
(平成13年3月31日現在)

百万円 百万円 百万円 百万円

（ 資 産 の 部 ）
流  動  資  産 ２０１,８０３ ２０８,８６３ △   ７,０６０ ２００,５１４
現 金 及 び 預 金        ３８,５９０ ４６,７４６ △   ８,１５５ ４９,８６９
受 取 手 形        ２,５０８ ２,３９２ １１６ ２,３９２
売 掛 金        ８６,４２３ ８０,０１１ ６,４１２ ７９,０８８
有 価 証 券        １,１１７ １４,９００ △ １３,７８３ ３,２３１
棚 卸 資 産        ４１,１８０ ４３,１２５ △   １,９４５ ３９,８７６
繰 延 税 金 資 産        １,３５０ ９６８ ３８１ ７９０
短 期 貸 付 金        ２５,２９９ １５,５１４ ９,７８４ １８,０８２
その他の流動資産 ５,４５２ ５,４２４ ２７ ７,２８８
貸 倒 引 当 金        △        １２０ △        ２２０ １００ △        １０５

固  定  資  産 １８０,４５２ １７５,２９８ ５,１５４ １７２,３３２
 有 形 固 定 資 産 ８６,５２７ ８８,８９７ △   ２,３７０ ８７,５１１
建 物        ２８,０１４ ２８,８０１ △      ７８７ ２８,３７９
機 械 及 び 装 置        １５,８２２ １６,９１０ △   １,０８７ １６,０５１
土 地        ３６,９３６ ３６,９９６ △        ５９ ３６,９８９
その他の有形固定資産 ５,７５３ ６,１９０ △      ４３６ ６,０９１

 無 形 固 定 資 産 ２,８４４ ２,７１７ １２７ ３,０１５
 投     資      等 ９１,０８０ ８３,６８２ ７,３９７ ８１,８０５
投 資 有 価 証 券        ２３,８０３ ２５,３１３ △   １,５１０ ２４,１７３
子 会 社 株 式        ３０,７４３ ３０,５９３ １５０ ３０,４２３
長 期 貸 付 金        ２２,６３１ １４,８２５ ７,８０５ １４,１１７
繰 延 税 金 資 産        ８,９０４ ７,７５２ １,１５２ ８,４５６
その他の投資等        ６,２２４ ５,５４１ ６８３ ５,５３９
貸 倒 引 当 金        △     １,２２７ △        ３４３ △      ８８３ △        ９０５
資   産   合   計 ３８２,２５６ ３８４,１６１ △   １,９０５ ３７２,８４６
（ 負 債 の 部 ）
流  動  負  債 １０７,８１３ １１１,３５２ △   ３,５３８ ９８,１０８
支 払 手 形        ２,１０６ ２,２１８ △      １１２ ２,２２８
買 掛 金        ８１,１８４ ８５,１７０ △   ３,９８５ ７２,７６５
1 年 以 内 返 済 予 定          
長 期 借 入 金          １７１ ６ １６４ ５

未 払 法 人 税 等        ４,０１６ ４,６４２ △      ６２６ ８２０
その他の流動負債 ２０,３３５ １９,３１４ １,０２１ ２２,２８７

固  定  負  債 ６６,１９９ ６５,３６８ ８３１ ６７,１７２
社 債        ３５,０００ ３５,０００ ０ ３５,０００
転 換 社 債        ８,９２１ ８,９２１ ０ ８,９２１
長 期 借 入 金        ３,８４３ ４,０１５ △      １７１ ４,０１２
退職給付引当金        １６,３２２ １５,４８５ ８３６ １７,２１４
役員退職慰労引当金 ２,１１２ １,９４６ １６６ ２,０２３
負  債  合  計 １７４,０１３ １７６,７２０ △   ２,７０７ １６５,２８０
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 13 年 9 月中間期 12 年 9月中間期  13 年３月期科      目
(平成13年9月30日現在) (平成12年9月30日現在)

増 減 金 額
(平成13年3月31日現在)

百万円 百万円 百万円 百万円

（ 資 本 の 部 ）

資    本    金 ２４,１６５ ２４,１６５ ０ ２４,１６５
法 定 準 備 金 ４９,１２５ ４９,１２５ ０ ４９,１２５
資 本 準 備 金        ４３,０８３ ４３,０８３ ０ ４３,０８３
利 益 準 備 金        ６,０４１ ６,０４１ ０ ６,０４１

剰    余    金 １３４,６５１ １３２,９４７ １,７０３ １３３,６４２
特別償却準備金        ２１９ ２７７ △        ５８ ２７７
海外投資等損失準備金 ３３ ３３ ０ ３３
固定資産圧縮積立金 ６０９ ５０４ １０５ ５０４
固 定 資 産 圧 縮          
特 別 勘 定 積 立 金          ２４４ － ２４４ －

別 途 積 立 金        １２３,５８５ １２３,５８５ ０ １２３,５８５
中間(当期)未処分利益 ９,９５９ ８,５４７ １,４１２ ９,２４２
[うち中間(当期)純利益] [     ４,７９３] [        ３７３] [    ４,４１９] [     １,０６９]

その他有価証券評価差額金 ３００ １,２０２ △      ９０２ ６３２
資   本   合   計 ２０８,２４２ ２０７,４４１ ８０１ ２０７,５６６
負債及び資本合計 ３８２,２５６ ３８４,１６１ △   １,９０５ ３７２,８４６
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    中中中中        間間間間        損損損損        益益益益        計計計計        算算算算        書書書書

13 年 9月中間期 12 年 9月中間期 13 年３月期

科      目  自平成 13 年 4月 1 日
 至平成 13 年 9月 30 日

 自平成 12 年 4月 1 日
 至平成 12 年 9月 30 日

増 減 金 額  自平成 12 年 4月 1 日
 至平成 13 年 3月 31 日

百万円 百万円 百万円 百万円

（ 経常損益の部 ）

営 業 損 益 の 部        

売 上 高        ３４０,６３６ ３１０,０４６ ３０,５９０ ６２６,６７６

売 上 原 価        ２９１,５８２ ２６３,５４５ ２８,０３７ ５３４,１７３

販売費及び一般管理費 ３９,９３２ ３６,８８５ ３,０４７ ７６,３９７

営 業 利 益        ９,１２２ ９,６１５ △      ４９３ １６,１０５

営業外損益の部        

 営 業 外 収 益 ２,０２４ ２,１０８ △        ８３ ３,４６３

受取利息及び配当金 １,１１２ １,０２５ ８６ １,５０９

その他の営業外収益 ９１２ １,０８２ △      １７０ １,９５４

 営 業 外 費 用 ９７２ ８９２ ７９ １,７３２

支 払 利 息        ４７０ ４６７ ２ ９３７

その他の営業外費用 ５０２ ４２５ ７７ ７９４

経 常 利 益        １０,１７４ １０,８３１ △      ６５６ １７,８３６

（ 特別損益の部 ）

特 別 利 益        ２７ １２,６０４ △ １２,５７７ １３,３６０

特 別 損 失        ２,０６６ ２２,８８１ △ ２０,８１５ ２９,２００

税引前中間(当期)純利益 ８,１３５ ５５４ ７,５８１ １,９９６

法人税､住民税及び事業税 ４,１１０ ４,３９０ △      ２８０ ５,２５０

法人税等調整額        △       ７６７ △    ４,２０９ ３,４４２ △   ４,３２２

中間(当期)純利益 ４,７９３ ３７３ ４,４１９ １,０６９

前 期 繰 越 利 益        ５,１６６ ８,１７３ △   ３,００７ ８,１７３

中間(当期)未処分利益 ９,９５９ ８,５４７ １,４１２ ９,２４２
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    中間財務諸表作成の基本となる事項中間財務諸表作成の基本となる事項中間財務諸表作成の基本となる事項中間財務諸表作成の基本となる事項

１．資産の評価基準及び評価方法
      製品及び商品・原材料・仕掛品       総平均法に基づく原価法
      貯     蔵     品                          月次移動平均法に基づく原価法
      有 価 証 券         
          満期保有目的債券               償却原価法
          関 係 会 社 株 式                       総平均法に基づく原価法
          その他有価証券        
             時価のあるもの              中間期末日の市場価格等に基づく時価法
                                         （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は
                                         総平均法により算定）
             時価のないもの              総平均法に基づく原価法
２．固定資産の減価償却の方法
      有 形 固 定 資 産                          定率法（但し、兵庫工場及び徳島工場並びに一部の貸与
                                         資産については定額法）
                                           ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物
                                         附属設備は除く）については定額法
      無 形 固 定 資 産                          定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社
                                         内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
３．引当金の計上基準
      貸 倒 引 当 金                          一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
                                         特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
                                         不能見込額を計上しております。
      退 職 給 付 引 当 金                          従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
                                         退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会
                                         計期間末において発生していると認められる額を計上し
                                         ております。
                                           なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時にお
                                         ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（16 年
                                         又は13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発
                                         生の翌事業年度から費用処理することとしております。
      役員退職慰労引当金                 役員の退職金の支出に充てるため、内規に基づく基準額
                                         を引当計上しております。
４．リース取引の処理方法                 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
                                         以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃
                                         貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
５．ヘッジ会計の方法                     ①為替予約のヘッジ会計の方法
                                             為替予約が付されている外貨建買入債務については、
                                             振当処理を行っております。
                                         ②ヘッジ手段とヘッジ対象
                                             ヘッジ手段…デリバティブ取引（為替予約取引）
                                             ヘッジ対象…キャッシュ・フローが固定されその変
                                                         動が回避されるもの
                                         ③ヘッジ方針
                                             為替予約取引は為替リスク管理方針に基づき、取引
                                             権限及び取引限度額を定めた社内規程で運用してお
                                             ります。
                                         ④ヘッジ有効性評価の方法
                                             為替予約の契約締結時に為替リスク管理方針に従っ
                                             ていることを確認することで、有効性評価の方法と
                                             しております。
６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
        消費税等の会計処理              消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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 注注注注            記記記記            事事事事            項項項項

    １．記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

                                          １３年９月中間期             １２年９月中間期

    ２．有形固定資産減価償却累計額            ７１,２８０ 百万円            ６８,４１１ 百万円

    ３．保 証 債 務                           ２２,５５８ 百万円            ３０,１１８ 百万円

    ４．自 己 株 式                       987株    1,449千円        1,613株  2,368千円

    ５．特別損益の主な内訳

特   別   利   益

  退 職 給 付 信 託 設 定 益                      － 百万円 １２,５５６ 百万円

特   別   損   失

  退職給付会計基準変更時差異償却 － 百万円 ２１,１１１ 百万円

  投資有価証券売却損・評価損                      ５７８ 百万円 １,０４１ 百万円

  特 別 退 職 金                      ４１７ 百万円 － 百万円

  工 場 閉 鎖 損 失                      － 百万円 ４０２ 百万円

  貸 倒 引 当 金 繰 入 額                      ８６１ 百万円 １４５ 百万円

    ６．ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引

       １）ﾘｰｽ物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額

取得価額 減価償却 中間期末 取得価額 減価償却 中間期末

累 計 額 残    高 累 計 額 残    高

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

車 輌 運 搬 具            ２,９６８ １,３００ １,６６７ ２,２１３ ７７９ １,４３４

工具器具及び備品 ４,８９７ ３,１２６ １,７７０ ４,７１８ ２,３２１ ２,３９７

そ の 他            ２０６ ８８ １１７ １６２ ５０ １１１

   合      計 ８,０７２ ４,５１５ ３,５５６ ７,０９５ ３,１５１ ３,９４３

       ２）未経過ﾘｰｽ料中間期末残高相当額

                                 １年内        １,３０５百万円               １,２５６百万円

                                 １年超        ２,２５１百万円               ２,６８６百万円

                                 合 計            ３,５５６百万円               ３,９４３百万円

       ３）当中間期の支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額

                    支 払 リ ー ス 料                        ６７７百万円                 ６４５百万円

                    減価償却費相当額            ６７７百万円                 ６４５百万円

           なお、リース物件の取得価額相当額及び未経過リース料中間期末残高相当額については、未経過

         リース料中間期末残高の金額に重要性が乏しいため、支払利子込み法により算定しております。

    ７．有  価  証  券 （子会社株式及び関連会社株式）

        子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。


